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“のれん”に対する税効果の適用
なお，適用指針７２項では「“のれん”（又は“負ののれん”）は取得原価の配分
残余であるため，“のれん”（又は“負ののれん”）に対する税効果は認識しな
い。」と述べており，これは，“のれん”が取得原価の配分差額であることか
ら，これに税効果を認識すると“のれん”に対する税効果から“のれん”が生
じ，また税効果を計上するという繰り返しとなってしまい，金額の確定ができ
なくなるという，会計実務上の技術的理由から来ている。
税効果会計の理論からすれば，会計上の資産負債と税務上の資産負債とに差
があるなら，一時差異が認識され税効果会計適用の対象となるはずであるが，
“のれん”に対しては上記の規定から実務上税効果会計を適用しない。
共通支配下の企業結合における税効果会計の適用
企業結合会計における税効果の認識は企業結合日で行われる。しかし，企業
結合日から一年以内は取得原価の配分金額は暫定的なものであるので，回収又
は支払の見込みについては，企業結合日から１年を経過した日から後最初に到
来する決算において確定するように適用指針で規定している。他の資産負債と
違い，税効果の内容は決算が来ると明確になるため，企業結合日の一年経過し
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た日後，最初に到来した決算において確定することになる。
ただし，明確に例外となる場合がある。
共通支配下（同じ企業集団に属する法的に独立した企業同士）の企業結合である
場合，連結財務諸表作成上は企業結合の前と後とで何も変化はない。そこで，
会計基準では三「共通支配下の取引等の会計処理」において，その企業結合が
個別の企業同士にとっては取得に該当する場合であっても，同一の企業集団に
属する企業同士の企業結合である場合は，持ち分プーリング法で会計処理する
ことを規定している。そこで，企業結合日の資産負債の引継価額はそれぞれの
企業結合直前の帳簿価額で行われることとなる。この場合の税効果会計適用に
おける回収可能性等の判断は，企業結合日直前の通常の決算処理を行ったとき
の判断と同じになり，企業結合後に結合後企業の収益により回収可能性等の判
断をして，繰延税金資産を計上し引継ぐことは認められない。
この場合，共通支配下ではない企業結合である場合に行われる企業結合日時
点での回収可能性の判断が行われないので，企業結合日後最初に到来する決算
において回収可能性が明確になったとしても，企業結合日にさかのぼって税効
果会計の適用を行うことはなく，損益計算書において税金費用（法人税等調整
額）として処理されることとなる。つまり，企業集団としては，繰延税金資産
を取得したのではなく，企業グループ内の再編を行った結果，従来回収可能性
が認められなかった繰延税金資産に回収可能性が生じたものと考え，決算時点
の税効果会計の適用過程で計上することとなる。
企業結合年度における減損処理
最後に，企業結合年度における被取得企業から取得した固定資産を減損した
場合の“のれん”との関係と税効果会計の適用について検討してみたい。
“のれん”と繰延税金資産の関係
通常減損処理を行った場合には，減損損失は税務上の損金に認められないた
め，減損処理の対象となった固定資産には一時差異が生じ繰延税金資産が計上
される。
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この点は，企業結合年度における減損処理でも同様であり，減損処理をした
固定資産には一時差異が生じ繰延税金資産が計上される。
しかし，被取得企業から取得した固定資産に対して企業結合年度において減
損処理を行う場合には，取得した固定資産に配分された取得原価の配分額の修
正となり，“のれん”金額の修正となる。
つまり，企業結合日にさかのぼって取得固定資産から“のれん”へ，配分し
た取得原価額を減損損失分だけ追加振替えすることになる。このとき，“のれ
ん”についても税効果を認め繰延税金負債を計上できるとすれば，同額の繰延
税金資産と繰延税金負債が同時に計上されることになり，減損損失となるべき
金額そのものが“のれん”の修正額となる。
しかし，“のれん”に対する税効果の認識は行わないことが適用指針に明記
されており，“のれん”に対して税効果は認識されない。そのため，繰延税金
資産が増加したことで，貸借差額が生じ“負ののれん”として計上されること
になり，固定資産の減損損失分だけ“のれん”が増加すると同時に，減損に
よって生じた繰延税金資産の分だけ“のれん”の金額がマイナスとなり，結果
として“のれん”は税効果を純額処理したことになる。
それは，金融商品会計における投資有価証券で，評価差額が計算されるとそ
の差額が純資産の部の「評価差額金」に計上されるのではなく，税効果部分を
繰延税金負債（または繰延税金資産）に計上し，残りを「評価差額金」に計上す
るのと同じであり，減損金額を固定資産から“のれん”に振替えるときに，税
効果金額を繰延税金資産に計上した残額が“のれん”に振替えられることにな
る。
減損処理を行った固定資産の処分時の処理と企業結合会計の問題点
仮に，減損処理を行った固定資産を企業結合年度の翌期に売却したとする
と，売却によって税効果が実現し繰延税金資産はなくなるが，“のれん”に振
替えられた額はそれに関係なく当初定めた取得の効果が及ぶ期間にわたって規
則的に償却されて行くことになる。
先にも述べたように，実質的な不良資産を“のれん”の中に抱えることで，
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あまり健全ではない状態を続けることになる。
なお，取得した固定資産を減損するような状況はその固定資産を使用する事
業の収益性が低下したことを意味しており，“のれん”の減損を実施するべき
状態にあるともいえる。これについては，企業結合年度においては一時償却で
はないことを合理的かつ客観的に説明する必要があることから，実務上は簡単
には認められない。特に会計監査人の判断においては，認めることが難しい内
容の代表例であろう。
企業経営の発想に会計の要請がついて行けていないのかもしれない。
余計な話であるが，減損処理が企業結合年度の翌期であれば，“のれん”の
金額が確定しており，固定資産の減損損失はそのまま減損損失として処理する
ことができ，上述のような問題は生じない。
まとめ
以上，企業結合会計における減損会計，税効果会計を絡めた問題点をまとめ
てみた。
すべては会計監査に携わる中で重要な検討事項となったことをまとめたもの
であり，純粋な会計理論的な深い検討が行えていないことは，今後の研究課題
であろう。また，具体的な事例を有価証券報告書から当たって，私の直面した
場合以外の事例についても検討する必要があるものと思う。
今後も，実務上の検討事項については，自分なりの検討を加え，まとめて行
きたいと思っている。
注
＊１ 金融商品取引法は平成１９年９月３０日に施行され，JSOX法は平成２０年４月
１日以降開始する事業年度から適用される。
＊２ カネボウ事件におけるカネボウの会計監査人であり，会計監査を担当していた
公認会計士はカネボウの粉飾決算を故意に見逃したとされる。
＊３ 平成１３年７月に経済団体連合会，日本公認会計士協会，日本証券業協会など
関係１０団体を発起人として設立された。「企業会計基準委員会」の母体となる財
企業結合会計と減損会計，税効果会計を巡る問題点 １１９
団。
＊４ 我が国の会計基準を政府，職業的会計専門家並びに企業から独立した形で制定
するために設立された委員会。現在，我が国の会計基準はこの委員会で検討し，制
定されている。
＊５ 「一時償却」とは，適用指針７６項（２）で禁止している「のれんを企業結合日に
全額費用処理する」ことを意味している。
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